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2023 年 11 月 27 日 

各 位 

会  社  名  株式会社コプロ・ホールディングス  

代 表 者 名  代表取締役社長 清川 甲介 

  （コード：7059、東証プライム・名証プレミア）  

問 合 せ 先  取 締 役    齋藤 正彦 

 （TEL．052-589-3066）  

 

連結子会社における事業譲受に関するお知らせ 

 

当社連結子会社である株式会社コプロテクノロジー（以下、コプロテクノロジー）は、WEB 及びソフト

ウェア開発及びシステムコンサルティング事業を展開する株式会社ピー・アイ・シー（本社：東京都中央

区、代表取締役：中山 肇、以下ピー・アイ・シー）より、派遣及び準委任契約を伴う SES（システム・エ

ンジニアリング・サービス）事業を 2023 年 11 月 30 日付で譲り受けることになりましたので、お知らせ

いたします。尚、本件は適時開示基準に該当しませんが、有用な情報と判断したため、任意開示するもの

であります。 

 

１．事業譲受の理由 

IT サービス市場は、クラウド、ビッグデータ、IoT/AI 等に係る IT 投資の増加を背景に拡大が見込まれ

る一方、足もとの IT 人財は若年層の人口減少に伴って不足しており、今後、中長期的に IT 人材需要との

需給ギャップは拡大することが予測されております。 

このような中、当社は IT 分野を有望領域として位置づけ、連結子会社であるコプロテクノロジーのも

と、付加価値の高い IT エンジニアを対象とした SES 事業を展開しています。今回、ピー・アイ・シーの派

遣及び準委任契約を伴う SES 事業を譲り受けることにより、高スキルの IT エンジニアを受け入れるほか、

同社の持つ顧客網を譲り受けることが、コプロテクノロジーの一層の事業拡大に資するものと判断いたし

ました。 

尚、当社グループでは、2022 年５月に公表した中期経営計画「コプロ・グループ Build the Future 2027」

（2023 年３月期～2027 年３月期）のもと、業績目標に掲げた連結売上高 400 億円・Non-GAAP 営業利益 50

億円の超過達成に向けて、既存事業のオーガニック成長を強力に推し進めているほか、中期経営計画には

織り込んでいない非連続な成長を目的とした M&A 戦略も積極的に推進してまいります。 

   

２．事業譲受の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ピー・アイ・シー 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋小舟町 8 丁目 13 天翔日本橋ビル 510 号室 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 中山 肇 

（４） 事 業 内 容 

コンテンツ制作及び WWW 構築 

ソフトウェア開発 

システムコンサルティング 

（５） 資 本 金 28 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2001 年３月 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 相手先の意向により非公開とさせていただいております。 

（８） 上場会社と当該会社の関係 
記載すべき資本関係、人的関係、取引関係等はありません。また、

関連当事者にも該当いたしません。 
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３．譲受け事業の概要 

（１） 譲受事業の内容 ピー・アイ・シーが営む派遣及び準委任契約を伴う SES 事業 

（２） 当該事業の経営成績 
2023 年 4 月期 

売上高 92 百万円、営業利益 15 百万円 

（３） 
譲受け事業における資産、

負債の項目及び金額 

対象事業に係る資産と一切の負債は継承せず、対象事業に係る営

業権（従業員およびお客様）を譲受いたします。 

（４） 譲受け価額及び決済方法 

① 譲受価額 

相手先の意向により非公開とさせていただいております。 

② 決済方法 

手元現預金による現金決済を予定しております。 

 

４．当社子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社コプロテクノロジー 

（２） 所 在 地 
愛知県名古屋市中村区名駅南 1-24-20 名古屋三井ビルディング新

館 13F 1304 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 西岡 秀樹 

（４） 事 業 内 容 労働者派遣事業、有料職業紹介事業 

（５） 資 本 金 35 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2006 年６月６日 

（７） 大 株 主 ・ 持 株 比 率 株式会社コプロ・ホールディングス 100.0％ 

 

５．事業譲受の日程 

（１） 事業譲渡契約締結日 2023 年 11 月 27 日 

（２） 事業譲渡効力発生日 2023 年 11 月 30 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件に伴う 2024 年３月期の当社連結業績への影響は軽微です。今後公表すべき事項が生じた場合

は速やかに開示いたします。 

 

以 上 


